
 

 

７．倉

人口の
 
■人口規

 倉

成

 

 

 今

 総

  
 

年少⼈
（0〜
⽣産年
（15〜
⽼年⼈
（65歳

総⼈⼝（⼈

総世帯数
1世帯あた

倉吉市の現

の動向 

規模 
倉吉市の人

成 22 年では

１世帯当た

いる。一方で

自然動態と社

今後の人口

になると予測

総合計画やそ

とを目指して

平成2
50,

⼈⼝ 6,
〜14歳）  （％） 1
年齢⼈⼝ 29,
〜64歳）（％） 5
⼈⼝ 14,
歳以上） （％） 2

18,
2

⼈）

（世帯）
たり⼈員数（⼈）

現状 

口減少率は、

は 3.5％（1,8
り人員も、平

で、毎年世帯

社会動態を加

・世帯数の動

測される 
その他の取組

ている。 

22年 平成27年 平成3
,720 48,533 46
,573 6,090 5

13% 13% 1
,857 27,032 24

59% 56% 5
,290 15,411 15

28% 32% 3
,266 18,010 17
2.78 2.69

平成 2 年～

859 人）に拡

平成 2 年の

帯数は増加し

加算した人口

動向は、平成

組により、2

‐

‐

‐32年
,322
,640

12%
,766

53%
,916

34%
,591
2.63

7 

～平成 7 年が

拡大するなど

3.37 人／世

していること

口動態は、年

成 32 年の人

060（平成 7

311 

‐155 

156 

600

400

200

0

200

400

600

昭和50

出生・死亡、転入・転出（人）

が 1.6％（9
ど、近年、減

世帯から平成

とから、世帯

年々減少の幅

人口は約 46,3

72）年に 35,

333 

124 

‐36 

‐

297 

‐64 

昭和55 昭和6

33 人）に対

減少傾向に拍

22 年の 2.7
帯の小規模化

幅が大きくな

322 人、世帯

,000 人程度

41 

188 
‐139 

‐98 

60 平成2

対し、平成 1
拍車がかかっ

78 人／世帯

化が進んでい

なる傾向にあ

帯数は約 17,

に人口を維持

‐16 

‐135

‐279 
‐295 

‐320

平成7 平成1

7 年～平

ている 
となって

いる 
ある 

590 世帯

持するこ

5  ‐145 

‐185 

‐408 

0 

‐553 

12 平成17

自然動態（出生数－

社会動態（転入数－

人口動態（自然動態

 

 

‐229 

‐238 

‐467 

平成22

－死亡数）

－転出数）

態+社会動態）

人口動態（人）

（年度）



 

■人口増

 概

 都

 
 
■人口密

 

 人

 局

 

増減 
概ね用途地域

都市計画区域

密度 
市街地面積は

人口集中地区

局所的には、

域及びその周

域外では人口

は拡大してい

区（DID）は

、上北条地区

周辺で人口増

口が減少傾向

いるが、市街

は概ね用途地

区、小鴨地区

都市計画

⽤途地域

8 

増加が見られ

向にある 

街地人口密度

地域の範囲内

区では用途地

画区域 

れる中、用途

度は低下して

内に分布して

地域外に DID

途地域内の打

ている 
ている 
D が拡大 

打吹地区は人

 

口が減少 

 



9 
 

■まとめ 
 人口減少・少子高齢化社会が今後も進行する見通し 

 倉吉市人口は、近年、減少傾向に拍車がかかっている 
 一方で世帯数は増加し、世帯当たり人員は減少しており、世帯の小規模化が進ん

でいる 
 人口動態は、年々減少の幅が大きくなる傾向にある 
 今後の人口・世帯数の動向は、平成 32 年の人口は約 46,322 人、世帯数は約 17,590
世帯になると予測される 
 

 都市が薄く広がり、空洞化・低密度化の傾向が見られる 
 人口は用途地域とその周辺で増加してきた（河北土地区画整理事業区域など） 
 一方、中心市街地・打吹地区では、人口・人口密度ともに減少傾向 
 市街地面積は拡大し、市街地人口密度は低下している 
 人口集中地区（DID）は概ね用途地域の範囲内に分布している 
 局所的には、上北条地区、小鴨地区で用途地域外に DID が拡大 

 



 

産業の
 
■産業区

 人

産

 産

 

 
■工業出

 

 

 

 
 
 

の動向 

区分別就業者

人口減・少子

産業の就業者

産業区分別割

いずれの産業

出荷額・商品

工業出荷額は

商業販売額は

者数・事業所

子高齢化の影

者の減少が顕

割合は第 3 次

業とも、事業

品販売額 
は長期的に減

は、H9 年の

所数 
影響等により

顕著 
次産業が増加

業数が減少す

減少傾向にあ

のピーク以降

10 

り、全産業区

加の傾向にあ

する傾向にあ

 

 
 

あるが、近年

降、大幅な減

区分とも就業

ある 
ある 

年は横ばいか

減少が続く 

業者数は減少

から微増で推

少。特に、1

推移 

次・2 次

 

 



 

■企業進

 県

 行

■企業進

 

 

 
■その他

 

 

進出の状況 1

県外に本社を

行政の立地補

進出の状況 2

中心市街地を

ともに、空き

     

他・最近の動

地域の独自

例：フィギ

中心市街地

 

進出
締結
H23

H24

H25

H26

 
を置く企業の

補助に加え、

2 
を取り巻く状

き店舗率は高

     

動向 
自性を活かし

ギュア製造会

地活性化計画

出協定
結年度
3年度 ㈲ワール

4年度
㈱ウッ
㈱カイ
㈱アイ
廣川マテ

5年度 ㈱トンボ
㈱プロ

6年度
富⼠基礎
㈱モリタ
㈱グッ

の進出が進ん

太平洋沿岸

状況は、引き

高い状態で推

     

 

した新しい取

会社誘致を起

画に基づく施

主な

ルドファーム（
ドプラスチック
ンズ（情報通信
・オー・プロセ
テリアル㈱（⾷
ボ倉吉⼯房（ス
ビズモ（ソフト
礎機械㈱（建設
タ製作所（医療
ドスマイルカン

11 

んでいる 
岸等で切迫す

 

 

き続き厳しい

推移 
     

取り組みが拡

起点とした展

施策の推進に

 

な進出企業（業種

（農産品加⼯・茨
クテクノロジー
信・⼤阪）
セス（情報処理・
⾷品容器・⼤阪）
スクールウェア・
ト開発・島根）
設機械部品・兵庫
療機器・京都）
ンパニー（東京）

する大規模災

い。中心市街

    

拡がりを見せ

開 
よる雇用創

種・本社所在地

茨城）
（プラスチック製

・⼤阪）

・岡⼭）

庫）

災害リスクの

街地の店舗数

     

ている 

出の取り組み

地）

製造・東京）

回避行動が見

 

 

 

数は減少傾向

     

みが始まって

見られる 

にあると

     

ている 

 

      



12 
 

■まとめ 
 就業者数・事業所数ともに減少傾向にある 

 全産業区分とも就業者数が減少し、第 1 次・第 2 次産業の減少が顕著 
 産業区分別就業者割合は、第 3 次産業が増加の傾向 
 事業所数は全産業区分とも減少傾向にある 
 工業出荷額は長期的に減少傾向にあるが、近年は横ばいから微増で推移 

 商業販売額は、H9 年をピーク以降、大幅な減少が続く 
 中心市街地をとりまく状況は、引き続き厳しい 

 主要施設の入込客数は、近年、減少傾向にある中、単体施設の集客の伸びが継続

せず、周辺の施設へ波及していない 
 交通利便増進に伴い買物圏が拡大し、東部・西部圏域の複合商業施設との競争が 

激化し、また、市内でも大型店舗は中心市街地外に多く立地し、既存商店街と競

合 
 地域の独自性を活かした新しい取り組みが拡がりを見せている 
 中心市街地活性化基本計画に基づく新たな雇用創出のための取組が始まっている 
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■まとめ 

 無秩序な開発進行は認められない 
 用途地域では都市的土地利用が進展し、用途地域外では自然的土地利用を保全 
 法令による土地利用制限が概ね全域で適用され、無秩序な開発等を抑制 

 開発圧力の増加は認めらない 
  公共・民間を問わず、開発面積は減少している 
  農地転用件数は横ばい傾向、また、転用目的の半数は住宅地への転用 
  土地価格は全用途とも下落基調で推移している 

 空き家などの地域におけるその他の課題 
 空き家率は全国平均を下回るものの、中心市街地に多く偏在している 
 都市基盤の整備は、進みつつある 
 駅周辺整備（駅橋上化・広場整備、土地区画整理事業）、看護大学開学に関連して、

（都）上井羽合線の延伸整備に着手 
 広域的な交通軸となる北条湯原道路も順次、供用開始、整備進展しているところ 

 都市施設は、県平均を上回っている 
 都市施設は、県平均を上回っている 
 今後、都市計画道路の未着手路線について、見直し・廃止の検討が必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




